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民主党 厚生労働部門会議

第 1回 行政刷新・規制改革 WT次 第

司会:初鹿明博 事務局長

1.あいさつ 柚木道義 WT座長

2.ヒアリング                             |

「行政刷新に関する平成 23年度の取り組みについての報告」

厚生労働省より      |
【説明者】

二川―男  総括審議官                      |

鈴木俊彦  会計課長

三石博之  参事官 (総務担当)

坂口 卓  参事官 (会計担当)

3. 質疑応答

4. その他

【今後の予定】

◆ 現在調整中です。

詳細が決まり次第メールにてご連絡いたします。

以上



「経費の削減、ムダ排除」に向けた

取組みについて

平成23年 11月

厚生労働省



「経費の削減ロムダ排除」に向けた取組み

○ 厚生労働省では、平成 21年から、以下のような取組みを行つてい
るところ。

【厚生労働省独自の取組】

□ 厚生労働省独自の「事業仕分け」の実施 (平成 21年～)

□ 遊休資産の売却 (平成22年～)

□ 公共調達委員会の設置による調達方法の見直 し (平成 21年ん
)

□ 独立行政法人 口公益法人等整理合理化委員会 (平成 22年 )

【政府全体の取組への対応】

□ 行政刷新会議「事業仕分け」

□ 行政事業 レビュ下への対応

□ 独立行政法人改革

→  これまで丁定の成果があがつているところであり、今後とも、
継続的に経費の肖1減・ムダ排除に取り組む

への対応  (平成 21年～)

など



事業仕分けの実施
(行政刷新会議事業仕分けJ厚生労働省省内事業仕分け)

行政刷新会議事業仕分け・省内事業仕分けの結果については、

平成22年度以降の予算に反映。

行政刷新会議事業仕分け

○ これまで、以下の事業仕分けを実施。

① 平成21年 11月  平成22年度予算見直しのための国の事務・事業の

事業仕分け (第 1弾 )

② 平成22年 4・ 5月 独立行政法人・特別民間法人・公益法人の事務・事

業の事業仕分け (第 2弾 )

③ 平成22年 11月  特別会計仕分け・見直しが不十分な事務・事業の再
仕分け (第 3弾 )

省内事業仕分け

○ 平成 21年度から、省内の事業仕分けを実施 (平成22年度予算編成課程)。

○ 平成 22年 4月 1日 に、第 2弾行政刷新会議事業仕分けに先立ち、事務 ・事
業の見直 しを積極的に行 うためt省内に事業仕分け室 に長:総括審議官)を設置。

○ 平成 22年 4月 から7月 (春 )、 9月 から12月 (秋)に、民間有識者によ
る全面公開での事業仕分けを実施.(計 40法人、 16事 務事業で実施。 )



事業仕分けによる効果
【平成22年春(行政刷新会議事業仕分け、省内事業仕分け)】

※行政刷新会議事業仕分け・省内事業仕分けの結果による平成23年度実施分 (概算要求時点)の効果。

※各法人・事務・事業の内訳については参考資料参照。

【平 成 22年 秋 (省 内 事 業 仕 分 け )】 (仕分け対象 可4法人、 1施設等機関 )

◎国からの財政支出の削減額  → 23年度 :▲ 4億7500万円 24年度 :▲ 1600万円

◎法人の役員削減数 |     → 2a24年度 :▲ 68名 (391人→323人 )

◎法人の職員削減数      → 23,24年度 :▲ 48名 (1573人→1525人 )

◎法人職員の国家公務員OB削減数 → 23,24年度 :▲ 18名 (101人→83人 )

◎法人役員の国家公務員OB削減数 → 23,24年度 :▲ 10名 (36人→26人 )

※ OB役職員を改選時 ・退職時に公募する法人も多数。

項 目
ヒト

(組織のス リム化 )

モ ノ

(余乗」資産の売却等)

カネ
(国 か ら法人あての財政支出の削減額 )

独立行政法人
(仕分 け対象 14法人 )

▲ 97人
▲ 146.6億 円

相当
▲ 75.1億 円

特別民間法人
(仕分け対象 6法人 )

▲ 143人 ▲0,2億 円 ▲21.0億 円

公益法人
(仕分 け対象 14法人 )

▲ 64人 ▲ 0.5億 円 ▲33.0億 円

事務・事業
(仕分け対象 15事務 事業 )

▲ 1 27人 (常勤職員)

A3878ノ 尺 (非常勤職員)

▲約 8.7億 円 ▲271.9億 円



平成23年の省内事業仕分けについて

1 これまでの経緯

○ 平成 22年 4月 1日 に、第 2弾行政刷新会議事業仕分 けに先立 ち、厚生労働省の事

務 `事業の見直 しを積極的に行 うため、 20名 の仕分け人を任命。事務局 として新たに事

業仕分け室 を設置。

○ 平成 22年春 (15回 )と 秋 (9回 )に民間有識者による全面公開での事業仕分 けを

行つた。

2 平成23年の対応

○ 省内事業仕分けでは、 これまで、法人に対する仕分けをおおむね一度実施 し、現在は、

仕分け結果を踏まえ、各法人が改革に取 り組んでいる状況。

○ このことから、平成 23年の省内事業仕分けについては、各法人の改革効果をよリー

層高めるため、改革の進捗状況をフォローアップするという位置づけに改めて実施するこ

ととしている。

○ 具体的には、外部有識者からなる 「厚生労働省省内事業仕分 け監視 ・検証チーム

(仮 )」 を設けて、公開の場において、改革の進捗状況についての監視 '検証作業を実施

する予定。



遊休資産売却、公共調達改善の取り組み

遊休資産売却

○ 厚生労働省独自に、「遊休資産売却に関する省内 P丁 (主基:総括審議官)」 を設置 (H22年 9月 )

し、厚生労働省保有の遊体資産の実態を調査。その売却等を推進。

<参考>遊休資産調査 (厚生労働省所管分)X 施設数 ,国有財産台帳価格は22年 9月 現在

施設数 :748カ 所、国有財産台帳価格 :232億 円 (う ち一般会計49箇所、49億円)

○ これまで、285カ所について処理
56カ 所 (国有財産台帳価格 :17億円)に つ い て 約 20億 円 で 落 札 済 (H23年 9月 末現在)

(参考 :285カ 所の内訳 落札56カ 所、財務省への引継等25カ 所、不落21カ 所、不調183カ 所)

○ 応札がない等 によ り落札 に至 らなかったものについては、その要因や必要 な対応等 を

検討。

公共調達の改善

○ 厚生労働省独自の取 り組みとして、
・ 外部委員を含む「/AN共調達委員会」を設置 (H21年 12月 ～ )

主な調達について事前審査を実施 (月 2回ペースで開催 )

※ 平成 22年度には、 70件について、より競争性のある契約形態に変更

〔

競争性のない随意
識鬼孝
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・ 契約に係る支出情報の情報公開を推進
※ 各府省にさきがけて検索システムを整備  (H23年 3月 より運用)

〇 これらのほか、 「共同調達」 (※ )に取 り組むとともに、いわゆる「競 り下げ」につ

いても9月 に試行実施。
※ 平成 22年度は、事務用消耗品について、約 28百万円 (厚労省分)を環境省 ・人事院 と共同調達



厚生労働省の独立行政法人・公益法人改革の取り組み
独立行政法人口公益法人等整理合理化委員会

○ 行政刷新会議や省内事業仕分けでは、所管法人について個別に業務内容や実施体制の見

直 しを行つてきたが、その議論を踏まえ、所管の独立行政法人、特別民間法人、公益法人

の業務内容や実施体制について横串的に再点検するため、民間有識者からなる「厚生労働

省独立行政法人・公益法人等整理合理化委員会」を設置 した。 (平成 22年 9月 )

○ 同委員会は、計 10回 にわたり議論を行つた後、同年 12月 に報告書を取 りまとめた後、

継続 してフォローアップを実施中。

報告書 (平成22年 12月 )の主なポイン ト 検討状況 (平成23年11月 )

国立病院 (国 立病院機構)と 労災病院 (労働者
健康福祉機構)の再編、整理等について検討

「国立病院・労災病院等の在 り方を考える検討会」で年内
を目途に病院のネットワークの統合等について検討中。

国立健康・栄養研究所と医薬基盤研究所の統合
| 行政刷新会議独法分科会で検討中。

特別民間法人の経営形態の見直t 各法人毎に労働政策審議会、審査支払機関の在 り方に関す
る検討会で年内を目途に検討中。

指定法人の指定のあり方の見直 し
各法人毎に労働政策審議会、指定試験機関等の改善に関す
る検討会、生活衛生関係営業衛生問題検討会等で年度内を
目途に検討中。

国家試験、資格の試験料、登録料等の適正化
一部措置済 (救命救急士国家試験、社会福祉士国家試験、
介護福祉士国家試験等)。 その他も年度内目途に検討中。

検査・検定の登録制度における民間参入の促進
民間参入を促進するため、登録要件の緩和 。見直 し等を行
う方向で、労働政策審議会で年度内目途に検討中。

名宛て補助金の廃止 事例を精査 した上で年度内目途に必要な対応を検討中。



独立行政法人等改革について(政府の取組み等 )

行政刷新会議等

H224～ 7省 内事 業仕分 け(民間有識者 による独立行 政法人等

の仕分 け)

※ 雇用・能力開発機構、労働者健康福祉機構、高齢・障

害者雇用支援機構、労働政策研究・研修機構、福祉医

療機構、国立病院機構、医薬品医療機器総合機構、医

薬基盤研究所、国立健康・栄養研究所、労働安全衛生

総合研究所、勤労者退職金共済機構
※ 共済組合1法人、特別民間法人5法人、公益法人8法人

H229(～ 12)省 内事 業仕分 け(民間有識者 による公益法 人の

イ士分け)※ 公益法人15法人

H22,10(～ 12)独立行政法人・公益法人等整理 合理化委 員会

(独立行政法人等 の組織統 合と横 串的見直 しを

議論する有識者 の委員会 )

※ 国立病院 (国立病院機構)と労災病院 (労働者健

康福祉機構)の検討会を設置して1年を目処に検討

H234独立行政法人雇用・能力開発機構法を廃止する法律成立

H236独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構法の一部を

改正する法律成立 (地域医療機能推進機構に移行)

H2311省 内事業仕分けのフオローアップを実施予定。

(「厚生労働省省内事業仕分け監視・検証チーム」を設置

予定。)

H2111事業仕分 け第 ¬弾 (H22年度予算見直 しのため )

※ 福祉医療機構、雇用・能力開発機構、高齢'障害者雇用支

援機構、勤労者退職金共済機構の交付金等が対象となる。

H224・ 5事業仕分け第2弾 (独立行政法人等の仕分け)

※ 高齢・障害者雇用支援機構、福祉医療機構、労働政策研

究・研修機構、労働者健康福祉機構、国立病院機構、医薬品
医療機器総合機構、医薬基盤研究所

H226「独立行政法人・政府系公益法人等の抜本改革に向けた

当面の進め方」(H22618行政刷新担当大臣 蓮肪 )

→ 独法制度の抜本的な見直しを行う旨の記載。

H2211事業仕分け第3弾 (特会及び見直し不十分なものの再仕

分け )

※ 労1動保険特別会計、年金特別会計が特会仕分けの対象

※ 国立病院機構、医薬品医療機器総合機構が再仕分けの対象

H239 行政刷新会議で基本方針のフォローアップ公表及び刷
新会議の下に「独法改革分科会」を置き、独法改革の議論
を行う。

H2310独法改革分科会の下にワーキングチームをおき、各省か

らヒアリングを実施。



参 考

省内事業仕分け結果に関する意見交換会
(平成22年9月 21日 )資料



厚生労働省所管独立行政法人の改革案について

O厚 生労働省においては、省内事業仕分け室を設置し、厚生労働省が自ら改革を実施するため、恒常的な事業として、所管の独立行政法人の

事業などの在り方について、公開の場で、外部の民間有識者による省内事業仕分けを実施。(平成22年4月 ん5月 )

0そ の結果や行政刷新会議WGの仕分け結果をもとに、法人運営の効率化等の実現を図る改革案を今般、決定。

0本 資料は、各法人の改革案を一覧できるよう、ヒト・モノ・カネの観点でとりまとめたものであり、今後、予算編成過程で更なる削減に努力する。
※ なお、資産の削減額は簿価額等を記載したものであり、実際の売却額と異なる場合がある。また、端数処理により計数が一致しない場合がある。

*削減額・削減幅1ま、原則、平成22年度と平成23年度との差額による。【 】は、政権交代後の実績。純減幅とは、国からの財政支出そのものの肖1減幅をいう。
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み

   謹 蘇
篠  Xl量

警昆11檄聴 盟 番喜蓋蘊賞

: ‐1    3ii億円  ‐21:2億円てH'1).●  :  . 1 1 1 1  1  1:| |
‐    て121)‐ ↓    |  | ‐ ‐          ‐  1    1
↓ 1    176億円(H22) ▲三7% ム2117′

‐     ||‐■ げし)上:翻b‐ 嚇 仏輛億 同″■
1        ‐ 円)|| 1円 )1‐  ‐|■ ‐|

|■ ‐‐ ‐ ■■※FIlr'1申
1箱
当郷,"|■あ■‐■■|:■■ ‐

削減額

▲43億円

(う ち国庫 納
付見込額10
億円)

※ 東 京 本 部
の幕張本部
への集約化

※センター跡
地 、1旧 セン
タァの処分

予算額

667億円
(H21)

↓
576億 円

(H22)

うち国からの

財政支出

434億円(H21)

↓    ‐
319億 円(H22)

↓▲76億円(※ )

+α

267億 円

(H23)

※障害者雇用納付
金分を含めると
▲136億円 :

削減幅 (法人あて)

今回の

仕分け

▲ 240/o   ▲ 384%
(▲76億  (▲ 167億

円)   円 )

雌騨̈雌騨̈
今回の

仕分け

高齢・障害者雇用支
援機構

〔 」轟異;:rk 〕

福祉医療機構

〔凡款〕

同左

▲35人
日立重度知的障害
者総合施設のぞみ
の国

役員:5人

職員:256人

_`職員▲32人____2320202に錯 支援部門と主

,1鵬 ―――-1-― 二1:I;誦
譜

と二一三二12二

9%(H22)→9%(※ )

労働政策研究・研修 
“

人_

役員:5人

職員:118人

_(職 員 ▲ 生 生 _______―

強
搬

20%(H22)→ 18%(H23)

331億円  321億円(H21)

(H21)↓
↓    284億 円(H22)
294億円  ↓ ▲15億円

(H22)269億円(H23)

A4096  A1519/o
A5396   A16_296

(Al 14   (A484
(▲15億  (▲ 52億

億円) 億円)
円)   円)※ キャリアマトリックス鮭邸円)に

ついては機構の事業としては廃上
し、厚労省に運営を移管するため.

検討結果に
基づき算出

役員:2/5人 中(H21)→ 2/5(H22)→次期改選時(25年 3月 )に公寡
職員:0/265人 中(H21)→0/256(H22)

国家公務員

役員:2/6人中(H21)→ 1(公募)/5(H22)→ 次期改撰時(23禁 12月 )に 7L●墓
職員:5/121人 中(H21)→4(※ )/118(H22)※ 転籍して研究者となつた者 //



削減額

▲115億円
※職業能力開

発 総 合 大
学校 (相 模
原)

473億円 .:

※所有地の2
割

更 に借 料
|▲ 5億円

▲2.5億 円
※看護師宿舎

予早額 7島思隻皇P
S′742億円 11074億円(H21)▲ 493A

(事務職員▲31■人
(訓練職員▲182人

削減 幅

今回の

仕分け
今回の

仕分け

政権
交代後
(H21,H23)

雇用・能力開発機構

〔縛1鏃 〕

労働者健康福祉機

l職賃量ぶ全人〕

国立病院機構

〔‐轟轟1〕

1′ 584→ 1,273(事務職))
3004→ 1′ 822(訓1練職))
3′ 588(H22)→ 3,095(※ ).

※機構の廃上、高齢・障害者層月支援機

構への業務移管||(載業籠力|1発 彙
務に係るもの         |

※都道府県への■栞1ロカ開発促進セン

150→ 89(産葉保健推進センター))

581→ 576(管理部門))
L管理部門比率
40796(H22)→ 40696(H23～ )

(参考 )

管理部門比率88%(H22)

(H21)↓
855億円(H22)

5′418億円  ↓▲270億 円
(H22)585億円(x)i.||

※機構0廃上、高齢・障害

3,150億円  396億円(H21)

(H2■)↓
↓      3■ 0億円 (H22)

3,145億円  ↓ ▲103億円  ▲33%
(H22)300億円(H23～ )(▲ 103

億円)

:  A2859/●

(‐
▲305

億円)

国家公務員 1        役員 3/8人 中(H21)→0/6(H22)

OBへの対応 1      職員 :

▲66人

(職員▲61人

(職員▲5人

非公務員化

同左

8′ 65o億円 |

|:|  (H21)
|‐ ↓■,|■
8,676億 円

:

‐(H22)

※ このほか、国期間分の■職綸け費置芦

`■

9"円 ,が¨ ■   i

309億 円   116億 円 (H21)

(H21)↓ ※07(▲ 13饉営費交付金)+20(安全対策体制強化経書等の増))

↓     123億 円 (H22)

諏8億

1H勁 ム 網
罹 )囁

静
(氏L鵬 ) 離

※ このほか、重症スモン患者に対する介護費用(1億円)がある。
また、このほか、「元気な日本復活特別枠」で、「医薬品・医療機器楽事戦略相談推進事業」(46億 円)の

要望を行つている。

A24.296
(▲96億

円 )

離
　
駄蝶

軒器』暉型

器 総

▲1人 (職員)

▲ 10人 (嘱託職員 )

・課長級以上の全職員の
うち、プロパー職員の書1

合を4年以内に500/● 以
上とする

役員 1/6人 中(H21)→0/6(H22)

職 員 :7/515人 中 (H21)→ 11(※ )/599(H22)x公 事で採用さね幕閂知離 有する者

`2



削減数 削減幅 削減額

▲748億円
※事業廃上に
伴う不要資産
(政府出資金)

▲645億円
※職員宿舎

うち国からの

財政支出

122■億円(H21)

↓     ‐■

1032億円(H22)

↓▲13.3億 円
899億 円

(H23)

削減幅(法人あて)

今回の

仕分け (配ぶ品)

交代後
今回の

仕分け

政権
交代後
〈H21→ H23)

医薬基盤研究所

〔願:鉄 〕

年金積立金
管理運用独法

〔細::織 〕

▲4人

::ilittitt::::::::]::』
:』:i言][i::::ll:

23% (H22)―)23% (H23)

▲0人

:f]][:::::::::::::::珈 ::::::::

24% (H22)→ 20% (H23)

129`億円‐

(H2■ )

↓
1106億円

(H22) 鮮癬 同左

(財政支出なし)

【▲0人】

||(財政支出なし)

平成25年度までに
実施する分を含む

1平成23年度■|

実施

▲ 約 2463備
円相当

▲878億円

・能力開発機構などの結果を含めたもの。

〔lttr〕 髯里露ξぎ界:
(H21'■ 23～ )

▲9081億円十α▲942人

*(合計)上段は今回の事業仕分け(省内事業仕分け・行政刷新会議)による結果、下段は今回の事業仕分けの結果に政権交代後改革案を示した雇用 /3



厚生労働省所管特別民間法人等の改革原案について

0厚 生労働省においては、省内事業仕分け室を設置し、厚生労働省が自ら改革を実施するため、恒常的な事業として、所管の特別民間法人等

の事業などの在り方について、公開の場で、外部の民間有識者による省内事業仕分けを実施。(平成22年4月 ～5月 )

○ その結果や行政刷新会議WGの仕分け結果をもとに、法人運営の効率化等の実現を図る改革案を今般、決定。

0本 資料は、各法人の改革案を一覧できるよう、ヒト・モノ・カネの観点でとりまとめたものであり、今後、予算編成過程で更なる削減に努力する。
※ なお、端数処理により計数が一致しない場合がある。

*削減額・削減幅は、原則、平成22年度と平成23年度との差額による。【 】は、政権交代後の実績。純減幅とは、国からの財政支出そのものの削減幅をいう。

予算額

1133億円
(H21)

↓
983億 円

(H22)

49.3億円 (H21)

↓
366億円 (H22)

↓▲■35億円
231億円 (H23)

今回の

仕分け

▲6.9%
(▲0,2億

‐

円〉

A3690/6   A53196
(▲ 135億  (▲ 262

円)  億円 )

今回の
仕分け

社会保険診療報
酬支払基金

[齢]

▲525人以上           | ■    新計画に空 ‐■2兆 119■ 6

不蓬獅ぽrT‐〒:[[:貫][lF8
1」羅靴甥認¶盲嘉遅オ覇ξ編 孔ti薯塁罫諄疲}護

`ltFを

 億円岬
:"

めて年度ごとの肖1減数など具体的な削減計画を盛り込み、
更なる上積みを目指す方針 | ■ 1事 業 (lRo Rl

l lit‐ 1■・| ‐暑契瞥写署尊。菌豪公務員 1 役員 :4/20人 中(H21)→4/20(H22)→次期改選 (22年 8ノ9月 )に向け公募を実施

OBへの対応 1      職員 :9/5,256人 中(H21)→8/5,087(H22)→ 定年後解消

中央労働災害防
止協会

％̈い鰤

▲529%
(▲ 261
億 円 )

※他法人で実
施(1ヨ I Cl万 円)

52.4億円
(H2■ )

↓   ‐

491億円 i
(H22)

▲9人

_〔

``ヒ

』景L▲ 1ノ _ヽ_______‐ ‐」ζ」を1______=:__1__1__と
_鰹員全」=札 _…………2雙2″唾酬 二=2
_【職fiど 7ヽ′ .ゝ_1__・ ‐‐

11iII層ξlill鼻]ξi:::il―

―・11)

役員 :2/2人中(H21)→2/2(H22)→ 民間から春用
職員 :43/285人 中(H21),41/282(H22)→ 安全管理士筆車門職存除き定年後解消

建設業労働災害

`4



削減額

▲02億円
※賃借料のよ
り安価な事
務所への移
転

予算額

42億円
(H21)

↓
32億円

(H22)

うち国からの

財政支出

27億円(H21)
(うち補助金75億円)

↓    ‐

15億円(H22)
(うち補助金52億円)

↓▲3′547万円
補助金4.9億 円

(H23)

66億円 (H21)

↓
37億円(H22)

↓ ▲18億円
19億円 (H23)

削減幅 (法人あて)

政権
交代後

(H21→ H23)
認8(縫

)

今回の

仕分け

中央職業能力開発
協会

〔(鸞静)〕

▲2人~こ

旱勇E『

`[侵

子
`fiフ

に
~~~‐

4Fヌ5~~~~~~r‐
‐‐‐‐‐‐・――

ぅ
―

‐
l‐ ,F‐15』,1こ「寄】[n~うモ

‐
'「f5δ菊

~~~~~~~1~~~~~,―

※更なる削減に向けて精
査

※基金事業本部の廃止  3部 13課→0
。 平成21年度から22年 alに か
けて、こ金事業以外において44

名Hll減 (削減IE3296)

国家公務員 1 役員:5/7人中(H21)→ 1/4(H22)→ 次期改選時(23年 6月 )に公墓
OBへの対応 1   職員 :1/172人 中(H21)→ 1/174(H22)→ 定年後解消

▲ 17人
~こ

イζ[1ヨ[A子フξ
~~~~~~~-5二

'4~~‐

~‐‐‐――‐‐―‐‐‐‐‐
ぅ
‐

_`職員▲10人_____212Z(記録整備艶麗と__p_
※職員の削減は、平成
25年度を目途に実施。

平成23年度
合計   実施

▲ 143人

A689/o   ▲34.80/●

(▲035 (▲ 26億
億円)  円)

▲4860/o  ▲712%
(▲ 18 (▲ 47億
億円)  円)

同左

同左

同左

企業年金連合会

〔(需部)〕

京 都 年 金 基
金センターは

福祉施設とし
ては廃止。建

物についても
年 金 運 用 資
産として活用
し、その収益
を年金積立金
に充当する方
向で速やかに
検討。

924億円

(H21)

↓
880億円

(H22)

▲10%(常勤・契約職
全国健康保険協会  員合計で490人程度 )

[酷〕濯TI甲琴辱Ⅲ

く法定綸付等〉   く法定給付年〉
8●40341円 (H2, ■1672億円(H2tl
↓        ↓
804887億 円 (H24  1,618億 円 (H221

:医療数の適  ▲ 0.3%

言董僣[:  旨 軍響
により医療
費の伸びを    '
抑えるよ

く健診、事務費等〉 〈健診、事務費等〉
■22,億円lH20  218億円

"2"↓          ↓
1.29740円 r1221  154億 円(H221

脚盟型
=:燿
円 十α)

▲約 o.2億 円 |

+α

▲約 02億円

+α

政権交代後

(H2■→H23～ )

▲5372億円

普i減額で法人あで):
*国からの当該法人べの支出の削減額

ヽ
―
―
―
ノ

の
け

回
分

今

仕

′
―
―
に 平成23年度

以降分を含む
▲ 1049人

(※ 全国健康保険協会における契約職員を含む。)
▲23.2億 円▲23.2億円

15



厚生労働省所管公益法人(仕分け対象14法人)の改革原案について

O厚 生労働省においては、省内事業仕分け室を設置し、厚生労働省が自ら改革を実施するため、恒常的な事業として、所管の公益法人の事業

などの在り方について、公開の場で、外部の民間有識者による省内事業仕分けを実施。(平成22年 5月 )

Oそ の結果や行政刷新会議WGの仕分け結果をもとに、法人運営の効率化等の実現を図る改革案を今般、決定。

O本 資料は、各法人の改革案を一覧できるよう、ヒト・モノ・カネの観点でとりまとめたものであり、今後、予算編成過程で更なる削減に努力する。
※ なお、端数処理により計数が一致しない場合がある。

*削減額・削減幅は、原則、平成22年度と平成23年度との差額による。【 】は、政権交代後の実績。純減幅とは、国からの財政支出そのものの削減幅をいう。

政権

交代後
(H21→ H23)

(H21) ↓
4d6億 円(H22)

・職員については、平成26年度までに4名 肖1減。
・国家公務員OBについては、平成22年 4月 就任の新役員から役員の公募を導入(平成22年 3月 に実施済)。

・事務所の撃響統合等を行し
)、

4.000万 円を削減
`

| ||1    11    1    1  ‐
|

.間接補助(再委託)の廃止、研修事業等の補助廃止・コスト削減等(削減額▲143億円、新規増139億円)。

の
け

回
分

今
仕

政権
交代後

(H2,→H23)

※ 26年度までに職員▲4 管理部門比率t ll■■▲o.4億円
・
 ●159億円■614億円(H21)

国民健 康 保 険 人 13%(H22) ※事務所の整
理統合等

↓

6277億円 ↓ ▲o4億 円
(H22)1402億 円(H23)

省
内
事
業
仕
分
け
対
象
８
浩
人

仕
分
け
５
原
則

ヽ

―

―

ノ

‥５人
‥・９人以

・　噸晦“

′
ト
ト
ー
ゝ

1役員・職員

2余剰資産

3委託事業等

5競争性の確保 |

余剰資産

委託事業等

▲ 3人

介護労働安定 _メ職員▲0ム……………≦■ω ■■_____■ _

センター    ※ 25年 度目途に職員 管理部F5比率
1296(H22}

370億 円  305億円(H21)

(H21)↓        ▲130
↓    238億 円(H22)  ●/6

304億円  ↓ ▲31億円   (▲ 31
(H22)207億円(H23) 億円)

※ ▲7億円{H25}

▲321%
(▲98億

円 )

同 左

〔黙籠l譲〕
２

　

３

仕
分
け
５
原
則

・介護雇用管理制度等導入奨励金の見直しにより2億円削減 (平成23年度)`
・介護職員基礎研修撤退に伴い7億円削減(平成25年度目途)。      

「
lι



削減幅 (法人あて)

うち国からの
1財政支出

|

螂

削減数 削減額 予算額

46億円 |
1 (H21)|
↓ :

409億円
| '(H22)

I)2界写
政権

交代後
〈H21)H23)

今回の

仕分け

日本ポイラ協会

っ

〓

”

１

３‐＞

Ｈ
　
．　
Ｈ
一　
●
Ｈ

鯛

一

岬
一́

鋼
一

1 役員・職員    ・平成23年度に、常勤役員については2名 削減 (前倒しで実施済 )。 常勤職員については、平成23年度に5名 、その後早期にさ
らに5名 肖1減。

仕           ・国家公務員OBについては、職員について検査員等の専門職を除き定年後解消。

)にういて:検査年め通失により損害皓憤を求められた際等べめ対応に発そる積土預金ど

騨 訃 顆 亦 lが付 ‐
.:|

分
‐            5競 争性の確保  ・できるだけ早期に検査部門を切り離した上で、研究活動中心の法人とすることとしており、その具体策を検討中。

1ナ

量早贈球 植
三暮臨

1キズ
・

‐轟 |.=.童・ | ■ポ鴨 )プFヤ■|
欄 役■■百δ天「

'「

35'5U    )|        ↓   ‐■,情甲(121)

天         挙̂掌倒型雪塗益社甲卒 ‐官1翠摯「]比子       -   182億 円| lψ l⌒ 01億甲 |11.こ%  4■ 1%  ■ |:
|(122).ス ,値甲

`|■

).‐ 5島L倍 ‐そ1:僣   |‐ 高■■|‐ :

―

  …‐……″――    型・ ‐■rず7‐ ‐‐ ―■||‐ |●I■111■
‐
|||:      |    |

| |  :     :         、  :| :   |   ‐|  .: ‐■ ‐ | |■■ || ||    | ‐  |

_rT_T‐――T,~=■■| || |■ |‐ r)]rF

1 役員・職員   ・役員については、平成23年度に21名 削減。
・国家公務員OBについては、平成21年度末に退任した厚生労働省OB職員の後任を公募

3委託事業等 | |:システムめ哉修等:施行時の特殊要因に係る経費の削減により11::億 由青J減。1 1 1■ | ■ 11     1 111

4広報・啓発活動  ,一人でも多くの方に移植医療に関する知識を深めていただけるよう普及啓発活動や、意思表示方法についての広報活動を充
実する。具体的には、臓器提供意思表示カード等とその記入方法等が一体となつたリーフレットの作成、配付、運転免許セン
ター等関係機関の連携や政府公報など多様なメディアを用いて効率的・効果的な普及啓発活動を行い、必要な予算確保を行う。

仕
分
け
５
原
則

常勤役員1/■ H21)→ 1/3{H221→ 次期改選時 (23年 6月 )に公募
非常勤役員3/35(H211→ 3/35(H22)→ 1/15(H231→ム理型聯曇幽堕

`誕

週ユI量笙基
職員1/361H2■ →0ノ4“ H22)

〔鼻露畢:譲〕
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国際厚生事業団 (部
長ポストを▲1)

管理部門比率
140/o(H22)

肖1減額 予算額

39億円
(H21)

↓
45億円

(H22)

今回の仕
分け

政権

交代後

※ 23年度の額は、企
|

:回競争により事業を受|

託したと仮定した場合

うち国からの
財政支出

23億円(H21).:
↓
28億円(H22)

↓ 0円
28億円(H231

03億円 (H21)

↓ ‐

0円 (H22)

↓ 0円
0円 (H23)|

省
内
事
業
仕
分
け
対
象
８
法
人

〔Jド「書懲稽曇:il〕 仕
分
け
５
原
則

`|:鍬
奮::1去〕

1役員・職員

3委託事業等

・国家公務員OBについては、常勤役員について次期改選時から公募

:既定経費の削減に努力。

5競争性の確保  ・ASEAN、

医療研修推進財
団

A2人 _______1____1_… ……
…1ヨ霊 勤役員▲卒 __」髪,2Ω __=12

管理部門比率
330/o(H22)

国家公務員 1  非常勤役員3/22(H2■ )→ 3/22(H22)→ 次期改選時 (2菫黎退幽
OBへの対応 1   職員3/12(H21)→ 3/12(H22)→ 捩職後 (26年 度)は公募

25億円 ‐

(H21)

↓  ‐|

2'億円
(H22)

0%
(0円 )

―

　

　

　̈

　

一

1役 員・職員 ・平成23年度に、役員について2名 削減するとともに、部長ポストを4ポスト肖1減。
・国家公務員OBについては、役職員ともに退任・退職後は公募。

３

仕
分
け
５
原
則

委託事業等

18



削減数

(常勤役員▲1人  ‐ 3→ 2:

安全衛生技術試 ~て職買■3A‐ 1~~‐「
‐
■■わ輌

削減幅 削減額 予算額

173億円

(H21)

↓ ■
165億円

(H22)

うち国からの
財政支出 ‐

0円 (H21)

↓  |‐ |

0円 (H22〉

↓ ‐ .
0円 (H23).

削減幅 (‐法人あて)

怨写 (縫 )

今界写仕(蕪 )

験協会

常勤役員 3人

非常勤役員 :9人

職員 :90人

ヒューマンサイ
エンス振興財団

1役員・職員    ・平成23年度に、役員について1名 削減 (前倒しで実施済)、 職員については3名 肖1減。また、職員については、受験者数の推移

月にすべて解消し、職員については試験員等の専門職を除き定年後解消。

最大奥乳左 ___…………………………………… ▲01億円 234億 円  15億円(H21)

_`型呼■彗■人______■0全 1■ _____⊇ __ 事務所移転   (H21)↓
管理部門比率           ↓     13億 円(H22)
22%(H22)           20億 円   ↓ ▲53億円  ▲4080/●  ▲48797o

(H22)77億 円(H23) (▲ 73億
円 )

帥 駆
130/● (H22)

省̈
内
事
業
仕
分
け
対
象
８
法
人

′
―
―
―
ヽ

２

　

　

３

５

仕
分
け
５
原
則

余剰資産

委託事業等
‐

|

競争性の確保 |

'事務所移転により、賃借料 1′000万円削減。

〔?



削減数       削減幅

▲」■人_____… …………―――一―――――
(非常勤役員▲11人  20→9    )

×
‐
蓉墨研面

=入
大お蒲  「曜コ聾郭再比碑

「

「「
~「 ~「

認定後           ラo/n`● っカ

削減額 予算額

135億円
(H21)

↓
13億円

(H22) .

うち国からの

財政支出

0円 (H21)

↓
0円 (H22)

●↓ |

0円 .(H23)||

削減幅(法人あて)

i界写く縫 )

政権

交代後
(H21,H23)

仕の
け

回
分

△，

理容師美容師試
験研修センター

59億円  41億 円(H21)

(H21) ↓~ 嬬鳳1)並冨IH]娼i落

行
政
刷
新
会
議
ｗ
Ｇ
仕
分
け
対
象
６
法
人

A6830/6

(▲ 28億
円 )

左同

仕
分
け
５
原
則

1役員・職員

3委託事業等 (クリーニング師研修等事業)受講ニーズを踏まえた研修テキスト及び研修計画の大幅な改善を図る。クリーニング師の資質の

向上方策の在り方について、クリーニング師の方や関係業界の意見の十分な聞き取りと、実態の把握を行うための検討の場を
平成22年9月 中に設け、年末を目途に結論を得る。

(生活衛生振興助成費等補助金)平成21年度の事業の効果についての事後検証を実施する検討の場を平成22年9月 中に設

置する。平成23年度予算概算要求においては、既存の補助金は廃上し、ゼロベースの見直しをした

(ク リニニング師研修等事業)Web広 報機能の拡充:強化策を図る:

〔ブ畢焔換〕
4広報・啓発活動
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今回の仕
分け

政権
交代後

(H21→H23'

労災保険情報セ
ンター

仕
分
け
５
原
則

ヽ

―

―

ノ

¬ 役員・職員

3委 離事業晏

組織をスリム化
※‐―般競争入札が実施さ
れていることによる

管理部門比率
6%(H22)

3119億円  0円 (H21)

夕 55題
|  :ill::|

:1雇用振興協会

１
　
　
　

３

５

仕
分
け
５
原
則

委託事業等   ,雇用促進住宅の管理運営費について、平成22年度から一般競争入札(最低価格落札方式)を導入しており(民間事業者が15
競争性の確保  都県で応札、10県で参入)、 民間参入の促進によつて更に削減を図る(20■ 8億円(H21)→ 1461億円(H22)→更なる削減)。
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政権

交代後
(H21→ H23)

今回の仕
分け

政権
交代後
(H21,H23)

_A4人 _______1__1___=____11________― ―‐‐‐―――

__`]彗員奥4=さL_lrl11「
「「r亀

][1:lilLコ呂
‐―
「

11♪~「 ~

19%(H22)

5.5億円
(H21)

↓
4.4億円

(H22)

日本ILO協会

女性労働協会

仕
分
け
５
原
則

ｊヽ

以
‥・３人
人”̈

職員‥．３ ▲3人                         S.2億 円  36億円(H21)~研
目A3天

~十
一 ―

~20頚
ラ
‐‐~‐‐

l一
―      (H20↓――――――――――――――――――――――■ξ理部F弓

麗吾
~~‐‐‐‐――     一

     ま8億
122) ]i進単町iFIB    ti【∫:'  11lfF  だよ:   桜lを
――  ― …́ ‐――‐

  億円)  億円) 億円) 億円)

鐵Ittg疑躙響    彗躙臓妙

〔ヨ畢鷺》〕お
1 lll■

1零:■|ギ撃η「「「緞轟■ⅢⅢⅢⅢⅢ
=Il晨 :重 萱認茜薫理  

…

聟章瑞盟』J筈1彙ξ∫比E彙
止し、事業目的・手法、女性と仕事の未来館の活用についてゼロベースで見

蔭 評 管
=士罰

5競争性の確保
 協 鶉 ス壬肝 謄 墨 罐 撃 理I甜 篇 1動途調達∈ 般競争入相

平成23年度
以降分を含む

▲120人 +α ▲05億円 ▲400億円 ▲■91億 円
2≧



厚生労働省所 の改革原案について

O厚 生労働省においては、省内事業仕分け室を設置し、厚生労働省が自ら改革を実施するため、恒常的な事業として、所管の事務・事業などの在り
方について、公開の場で、外部の民間有識者による省内事業仕分けを実施。(平成22年 6月 ～7月 )

○ その結果や行政刷新会議WGの仕分け結果をもとに、事務・事業の効率化等の実現を図る改革案を今般、決定。
O本 資料は、各事務・事業の改革案を一覧できるよう、ヒト・モノ・カネの観点でとりまとめたものであり、今後、予算編成過程で更なる削減に努力する
※ なお、端数処理により計数が一致しない場合がある。

*削減額・肖1減幅は、原則、平成22年度と平成23年度との差額による。

削減幅

削減数

66人 増 (計 962
人)               .

※検疫衛生業務に23名、輸入食品監視|

彗弯写謁ξ魯塩稿 合逸御こ努めJ
薬理観蹴鍵貨基僣麗拿|‐

画的に行っていく。       |  |

削減額‐

▲87億円

:検疫艇、公用車
の肖1減

・施設の処分・移

転・集約等

国からの

財政支出

229億円(H21)

↓
24.2億 円(H22)

↓ ▲32億円
210億円(H23)

59億円(H21)

↓
26億円(H22)

↓▲24億円
0.2億 円(H23)

2251億円(H21)

↓
222,8億円(H22)

↓▲181億円以上

204.7億 円(～ H25)

今回の

仕分け

▲132%|
(ハ32億円)

▲83%
(⌒ 19億円 )

政権
交代後
(H21→ H2,,

ヽ

―

―

ノ
円

鰤　　̈
一

員

算

職

予

′
―
―
―
ヽ

:

労働者派遣事 業
専門相談員
▲77人

※平成23年度に向
けては、労政審に
おける議論を踏ま
え、廃止

常勤職員▲131人

以上

※平成25年 度ま
で

労働者派遣事
業専門相談員
155人→77人

→0人

(H21→ H22→ H
23)

常勤職員
927ノ ~`)8887ヽ

→757人以下

(H21→ H22→H
25まで)

A9239る        A9669`
(▲24億円)  (▲ 57億円 )

(1)実勢単価を踏まえた予防接種手
'数料の引き上げを実施

(2)数検疫所分の物品■括購入化
によリー般競争入札に移行させ
るよう調整 . ‐   ‐

(3)業務男11役職,1研修の実施及び
有事に備えた訓練:研修の充実
による職員の資質向上

(■)海外感染症情報を入手しやすく
できるようにホ=ム

ペ=ジを改善
(も )健康危機管理の体制強イヒ

1関係部局との速やかな情報共有、
連携強化を図る  |

(1)「労働者派遣事業雇用管理改善
等推進事業」の見直しとして、4つの
委託事業の廃上、労働者派遣事業
専門相談員を廃止

(2)指導監督強化のための需給調
整指導官の増員
(3)法改正に伴う対応 等
・改正法案が成立した場合の周知・
啓発、指導監督体制の強化、体制運
営の効率化

(1)外部委託化等の行政体制の |

効率化   ‐

(2)国 民サ■ビスの向上・窓ロ

負担の軽減     ‐  |
(3)適用徴収対策の充実等

派遣事業等
指導業務

〔」][1量を営〕
労働保険適用徴収

ギ::ititl_辟■,

1来平成25年度まで |
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国からの

財政支出

6207億円(H21)

↓
6157億円(H22)

↓ ▲1706億 円
4451億円(H23)

(1)調達におけ4透明性の確保
。調達過程の公開化のさらなる
実施
・複数応札、の方策を検討し、
今後の調達で反映

|(2)利用者の利便性の維持:向
上   | ‐■ |・  ‐

●
:利用者二■ズに応したサ,ビ

スが提供できるようシステムの
利便性の維持・向上を図る。
(3)業務処理の効率イレ合理化

・業務処理の効率化,合理1ヒを
推進し、相談業務の充実・強化
を図る。       |

(1)労災保険の窓口業務等の
改善、職員の意識・行動の変革
(2)精神障害等の増加に対応し
た労災補償の見直し等

(3)業務の集約化等によるコス
トの削減等

(4)労災保険財政の不断の検
証

|(1〉業務の効率1ヒとこれを踏ま
えた労働局の組織(安全衛生

‐課)の見直し      |
(2)メンタルヘルス対策の充実
(3)地域産業保健セジタ■の

|サ
=ビ

スの二部有償化
(4)資格取得の奨励による安全
衛生指導業務に従事する職員
の専門性の向上

職業安定行政関係業

務システム (ハ ロー
ヮークシステム)

〔予算額:616億円〕

労災保険業務

〔撃晏重噌まなL〕

A2779る
(▲ 1706億

1円
)

A28.3% ‐

(▲ 1756億 1

円)

A5296
(▲134億

円)

A3:596
(▲61億円)

【職員数】
▲62人

【相談員数】
▲117人

労災防止指導員
▲1,343人

※平成22年 度末
で制度を廃止

※労災防止指導

員の業務 は、労

働安全・衛生コン

サルタント(国 家
資格)が代替。

【職員数】
2.526A‐)2,451A
→2.389人
(H21→ H22→ H23)

【相談員数】
478ノ ‐ヽ)478A‐)361

人

(H21→ H22→ H23)

労災防止指導員
1′404A‐)1′343A―)0
人

(H21→ H22→H23)

鑑定後確定

※売却する資産

(安全衛生技術
センター)の国有

資産台帳簿価は

約25億円

2594億円(H21)

↓
2575億円(H22)

↓▲約115億円

約246.0億円(H23)

↓▲約21億円 (対H22)

約2365億円 (H26)

1742億 円(H21)

↓
1704億 円(H22)

↓ ▲23億円
1681億 円(H23)

※受動喫煙対策、メンタル
ヘルス対策において別途
97億円増額要求

▲45%
(▲115億
円)

Al.396
(▲ 23億円)

安全衛生指導業務

職員 :1′349人

(非常勤87人 )

予算額:1704億円

ｒ

ｌ

ｌ

ｔ

ヽ
―
―
―
ノ

2Z「



‐ 1 国からの

財政支出
‐

14.3億円(H22)

↓▲33億円
110億円(123)

501億円(H21)

↓
55.5億 円(H22)

↓ ▲90億円
465億 円(H23)

|↓:  |
16.2億円(H22)

↓ ▲2.2億円 |
140億円(H23)

■ ■■肖J減幅

在界写   朧
項一事革一改

・

雇用管理指導業務

〔サ軸円〕

相談員
▲89人

非常勤職員
▲100人

過重労働防止
対 策 ア ドバ イ
ザー

▲47人

相談員
446ン 今`446A

→357

人

(H21→ H22→
H23)

非常勤職員
2,021A¨)2,021

人→ 1′921人
(H21→ H22→
H23)

過重労働防止対策
アドバイザニ  :
47人→47人→0

人

(H21→H22→
H23)      |

‐  A23.10/●   |  
‐

:(▲33億円)

ｒ

ｌ

ｌ

ｔ

雇用保険業務

職員 :3,348人

(非常勤2,021人 )

予算額 :331億 円

ヽ

「

―

ノ

A1620/6
(▲90億 円)

..:1 11  1

:  A35.59る

(▲ 22億円).|

▲ 72●/●

(▲ 36億
円 )

(1)ハ ローワークのサービス向上・効率化等の
取組
・給付事務の質の向上
・委託事業の削減

(2)雇用保険の適用拡大

A64696
(▲ フ3億

円)

労働基準監督業務

〔:鰭漁〕
エリ



職業紹介業務

〔撃曇『議念i斜〕

削減数

相談員
A2′105A

※現行の相談員
の種別を6種類程

度に統合再編し、
人数も見直し

相談員
13,957ン ‐ヽ)13.684A
→11,579人

(H21→ H22→H23)

国からの

財政支出

1,1446億円
(H21)

↓
1,1481億円

(H22)

↓ ▲487億円
1′0994億円

(H23)

11■億円(H21)

↓

10.348円 (H22)

↓ ▲01億円
10.2億 円(H23)

↓ ▲03億円
9 9tt円 (H25まで)

36億円(H21)

↓
34億円 (H22)

↓

^091■

円 ‐
2.5億円(H23)

2083億円(H21)

↓
1373億 円(H22)

↓▲828億円
545億 円 程 度
(H23)

▲4.2%
(▲487億円)

政権
交代後
(H21→H231

A3996
(▲ 45,2億円)

▲8196
(ムo9億円)

毎月勤労統計調査

一

ヽ

―

―

ノ

円億額算予

〆
―
―
―
ヽ

▲ 10%
(▲ 01億円)

オンライン利用率の日標を定め、調査票

配布時における広報の徹底、大規模事業

所への本省からの利用勧奨、事業主団体
への協力要請等を行うことによリオンライ
ン化を推進

住宅手当及び総合支援資金貸付の創設
等に伴い、利用件数が著しく減少している
こと等を勘案し、平成22年9月 末を以てハ

ローワークにおける新規融資の申請受付
を終了し、制度を廃止する。(平成23年度
は経過措置分)また、不正利用の発生を
踏まえ、不正防止対策のよリー層の強化
を図る。

介護予防実態調査
分析支援事業

米H2■
～
H23年度の事業  _

〔■||1僣甲〕
住居喪失離職者等

就職安定資金貸付
事業

〔予算額:13フ 2億円〕 ~

A265%
(▲09億円)

A4496
(▲ 6億 円)

▲738%程度
(▲ IS3 8億 円)
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介護保険事業費補
助金 (介護保険制度

運営推進費 )

削減数 削減幅 削減額 国からの
財政支出

(社会福祉法人事による
利用者負担軽減措置事
業)

1841議 Fl(H21)
↓
184億円(H22)

↓ ▲64億円
120億円(H23)

(認知症対策等総合支
援事業)    .

3o,億円(H21)

●↓         
‐

‐ 126,億円 (H22)
.↓ ▲60億由

:

'90億
円(H23)

|  | :  ||‐   |   l t  ll l:

|:【認知年対策建携強イビ事業】   ||■ |

櫛 聰 環黎
|【認知症対策普及,相談・支援事業】‐

署朧 場紹 =IFも

コ
「

ル
:ン
ターを設

当
会福祉法人等による利用者負担軽減措置事

市町村及び社会福祉法人の事業実施率100%を

巽 :Eil   
鶴

政権
交代後

(■21→H21)

▲ 34096
(▲ 19■億円)

▲ 2570/●

(▲●9億円,

A34896
(▲ 64億円)

予算額 :6■ 3億円

A3480/o
(▲ 64億円)
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肖1減数 肖」力或中冨 削減額

(常勤職員)   ●

▲127人   ■ ■ ‐
※検疫所業務における必|

要な増員(66人を含む)|
(非常勤職 員) . |‐

▲3878人

(常勤職 員 )

▲127人
※検疫所業務における必

要な増員(66人を含む)

(非常勤職員)

▲3878メ、

国からの

財政支出

1180億円(H21)

↓
673億円(H22)

↓331億円
1005億 円(H23)

削減幅

今回の

仕分け

1   改革事項

【中小企業雇用安定化奨励金・

短時間労働者均衡待遇推進等
助成金】

両助成金を整理・統合し、支給申
請窓口を労働局に―本化

【派遣労働者雇用安定化特別奨
励金】
・労働者派遣法改正により派遣

就業できなくなる派遣労働者が

直接雇用のパート・アルバイト
に転換するだけにならないよう、
その状況や奨励金の支給見込
みを把握。

・この状況や支給見込み等を踏
まえ、就業条件の改善につな
がっていない場合Iよ、無期雇用
における支給額及び奨励金対
象者の見直しを図る。

政権
交代後
(H21'H23)

A1490/6
(▲ 176億円)

非正規労働者対策
事業

平成23年度

以降分を含
む

270/o

(18億 円)

削減額

〈ロ
ユ珈

▲約 87億円

地

▲2719億円十α

▲2995億円+α
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平 成 24年 度概 算 要 求 に お け る

厚生労働省予算の削減努力について

行政事業レビューによる全事務事業の検証     ▲676億円

(一般会計 :▲ 309億円、特別会計 :▲ 367億 円)

◇1,167事業のレビューを実施し、次のような見直しを行つた。

①

②

③

④

⑤

執行状況を踏まえた見直し

事業の優先順位を勘案した見直し

政策効果を踏まえた見直し

事業の効率化 J重点化

その他の見直し

一般    特会
▲354億円 (▲ 102億円、▲252億円)

▲143億円 (▲ 133億円、▲ 10億円)

▲ 79億円 (▲  29億円、▲ 50億円)

▲ 56億円 (▲  25億円、▲ 31億円)

▲ 44億円 (▲  20億円、▲ 23億円)

独立行政法人向け支出の見直 し

公益法人向け支出の見直し

庁費の見直し

※増額となつているのは、

委託費の見直し

20億円 (▲  69億円、

75億円 (▲  8億円、

▲

　

▲

49億円)

▲  67億円)

男1添 1

別 添 2

月1翔晨2

庁費 口委託費の見直し

(一般会計 : 27億円、特別会計 :

82億円

55億円)

100億円 (  43億円、   57億円)

原爆医療費の増、求職者支援制度の平年度化等のため

▲ 18億円 (▲  16億円、▲  2億円)

上記の削減額の合計 (重複分を除く) 概ね▲730億円程度

(一般会計 :▲ 340億円程度、特別会計 :▲ 390億円程度)

… 1-

これまでの事業仕分けの指摘を踏まえた見直し

(一般会計 :▲ 12億円、特別会計

▲
　
▲

33億円

22億円)

独立行政法人、公益法人向け支出の見直 し

(一般会計 :▲  77億 円、特別会計

▲

　
▲

95億円

18億円)



これまでの事業仕分けの指摘を踏まえた見直し
(単位:千 円)

部 局
仕分け
区 分

事業名 見直しの内容 23当 初 24要求 差引額
うち反映額

科
内
新

箔
刷

(独)医薬基盤研究所
基礎的研究推進事業について、継続分のみ計上 (新規分は23年度から国で実

施 )

8.887,080 8.877,105 ▲ 9.975 ▲ 820,251

統計 省内 毎月勤労統計調査費 オンライン報告促進等により平成24年度において0¬ 億円の肖1減で要求 927.323 ▲ 11.541 ▲ 15,035

基準
内
新

省
刷

(独 )労働者健康福祉機構 (産業保健推進センター

業務)(労 災勘定)

仄 婚糧 趾 鶉 鶴 9覗雛 ‰I馨響 裏綿

夕I嘲7基籠イぜ塾隻箭鴨雛痒1緊(臨lじξ
=と
す

賽 鑑跳譜栓堪』!管も人の肺を動的237饉m。

3,876,346 3.624,650 ム 251,696 ▲ 251,696

基準
内
新

省

刷
(独 )労働者健康福祉機構 (小規模事業場産業保

健活動支援促進事業)〈労災勘定)

仕分けの結果を踏まえ、22年度をもって事業廃止。ただし、3年間の助成期間の

ため、24年度必要経費分のみを要求したもの(経過措置終了)。

27,735 11,180 A 16,555 ▲ 16.555

基準
内
新

省

刷
(財 )労災保険情報センター (労災診療費審査体制

等充実強化対策費)(労 災勘定)

議 卵 潮 酢鵡 霧雪鉤 製 語 ξttLτ
た。(23年 12月 に完了)

【22'予算 3.251百 万円】

【23'予算 1.552百万円】
【24'要求  ―   】

―

′

りおとの下以ま

円
円中̈

¨
瓢軸救

国

予
要

レ

1,551,848

[野:]] [蠣]]

▲ 1,551,848

〔翌[i飼
▲ 1,551,848

〔翌:蔦〕

基準
内
新

省
刷

(財 )労災保険情報センター (労災診療被災労働者

援護事業補助事業)(労 災勘定)

禁翼怖婚編乱 ¥:ぢ措ミ揚 よ、岬殿蟹晶J

撃色IFξ醤2よ、誰 了」肇賃(Pに基づく平年度化 (半年予算→通年予算)を

貼 7曽尾逼師
要求を行つた。

[:,1曇暴:1:暮男目〕

741,334 543,686 ▲ 198,148 ▲ i98,148

基 準 省 内
建設業労働災害防止協会 (労 1動 災害防止対策費

補助金)(労 災勘定)

事業仕分け後の改革案で1よ 、国庫補助について順次縮減の上、3年 (25年度

末)をもって廃止としている。24年度要求では、23年度予算と比較して△1 2億

円(△57%)としている。

217,668 94.015 ▲ 123.653 ▲ 123.653

Ｇ
」
弟

じ

Ｉ
Ｎ
Ｉ



ｌ
ω
ｌ

(単位:千円)

部局
仕分け
区 分

事業名 見直しの内容 23当初 24要求 差引額  | ぅち反映額

安定 刷新
(財 )産業雇用安定センター (運営費補助)(雇用勘
定 )

・出向等支援協力員の肖1減による減
・事業仕分けの評価結果への対応については25年 度末までに対応

1.994,574 1.982.598 ▲ 11,976 ▲ 11,976

能 開 刷新 技能向上対策費補助事業 (雇用勘定 )

・都道府県職業能力開発協会費等の結減
・事業仕分けの評価結果への対応については25年 度を目途に、平成22年度lll

算要求額から2分の1程度縮減することで対応
1,424,513 1,401,064 ▲ 23.449

能 開 刷新 (財 )介護労働安定センター交付金 (雇用勘定 )

・管理費の見直しによる減
・事業仕分けの評価結果への対応については25年 度までに対応

1,797.202 1,796.419 A 783

社 会 省 内 介護教員講習会事業費 平成23年度限りで国庫補助を廃止 8.602 0 ▲ 8,602 ▲ 8.602

社会 省 内
介護福祉士養成実習施設実習指導者特別研修事
業

平成23年度限りで国庫補助を廃止 14,376 0 ▲ 14.376 ▲ 14,376

社会
省内
刷新

独立行政法人福祉医療機構一般勘定運営費交付
金

福祉保健医療情報サービス事業の見直し、大阪支店の事務所スペースの縮減等
の効率化を図つている

3,286,901 2,993,086 ▲ 293,815 ▲ 207,428

老健 省内
介護サービス情報の公表制度支援事業(シルバー
サービス振興会)

平成24年度以降、名宛て補助金の廃止 95.882 0 ▲ 95,882 ▲ 95,882

`さ

 言十

一般会計  行政刷新会議事業仕分け 8,3871080 8,377,105 ▲ 9,975 ▲ 820,251

一般会計  省内事業仕分け 13,231,705 12,797,514 ▲ 434,191 ▲ 1,161,574

計 (重複分を除く) 13,231,705 12,797,514 ▲ 434,191 ▲ 1,161,574

特別会計  行政刷新会議事業仕分け 11,414,052 9,359,597 ▲ 2,054,455 ▲ 2,03o,223

特別会計  省内事業仕分け 6,415,431 4,273.531 ▲ 2,141,90o ▲ 2,141,900

計 (重複分を除く) 11.631,720 9,453.612 ▲ 2,178,108 ▲ 2,153,876

一般+特会 行政刷新会議事業仕分け 20,301,132 18,236,702 ▲ 2,064,430 ▲ 2,850,474

一般十特会  省内事業仕分け 19,647,136 17,071,045 ▲ 2.576.091 ▲ 3,303,474

△
ロ 計 (重複分を除く) 24,863,425 221251,126 ▲ 2,612.299 ▲ 3,315,450



(男1)恭 2)

◆ 独立行政法人・公益法人向け支出の見直 し

※ 1 独立行政法人の特別会計については、

・東日本大震災の影響による未払賃金立替払の原資の増 (+63億円)

・求職者支援制度の平年度化に伴う訓練認定経費の増 (+25億円)

を除 くと、▲39億円。

◆ 庁費・委託費の見直し

※ 2 庁費の一般会計については、

・厚生労働省が直接支給する原爆医療費の増 (+15億円)

・厚生労働省が直接支給する医療観察法医療費の増 (+31億円)

を除 くと、▲3億円。

※ 3 庁費の特別会計については、

・求職者支援制度の平年度化に伴う相談員経費やシステム経費の増

(+41億円)

・ハローワークの機能強化・体制強イヒに伴 うジョブサポーター経費等の増

(+93億円)

を除 くと、▲77億円。

区   分 -11会計 特別会計 計

独 立行 政 法 人 ▲69億円 ※ 1   49億 円 ▲20億円

公 益 法 人 ▲8億円 ▲67億円 ▲75億円

計 ▲77億円 ▲18億円 ▲95億円

区  分 一般会計 特月1会計 計

庁 費 ※2   43億 円 ※3   57億 円 100億円

委 託 費 ▲ 16億円 ▲2億円 ▲ 18億円

計 27億円 55億円 82億円

-4-



厚 生 労 働 省 に お け る
これまでの削減の取り組み

(参考 )

▲6,500億円

▲1,900億 円

▲1,000億 円

▲ 200億円

▲ 700億円

▲3,100億円

▲1,500億円

▲51500億円

▲4,700億円

▲ 800億円

◆ 平成22年度予算における削減額

(内訳)

① 概算要求における見直し

・天下り法人に対する補助金等

・公共事業関係費

ロシステム関係費

② 事業仕分けによる基金の返納

③ その他事業仕分け等による削減

◆ 平成 23年度予算における肖1減額

(内訳)

① 行政事業レビューによる反映額

② その他事業仕分け等による削減
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